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税務情報 

国税庁 － 「定額減税 特設サイト」の開設 

国税庁は 1 月 30 日、定額減税について解説したパンフレットなど、国税庁が提
供している定額減税に関する情報を入手・閲覧することができる「定額減税 特
設サイト」というページを開設しました。 

所得税・個人住民税の定額減税については、2023 年 12 月 22 日に閣議決定され
た「令和 6 年度税制改正の大綱」（P.1～6）において税制改正の内容が決定され
ました（*）。この閣議決定において、「源泉徴収義務者が早期に準備に着手できる
よう、財務省・国税庁は、法案の国会提出前であっても、制度の詳細についてで
きる限り早急に公表するとともに、源泉徴収義務者向けのパンフレットの作成
等広報活動を開始し、給付金担当を含む関係省庁や地方公共団体ともよく連携
しながら、制度の趣旨・内容等について、丁寧な周知広報を行うこと」（「令和 6

年度税制改正の大綱」P.4）とされたことを踏まえ、この特設サイトは、2024 年
度税制改正のための税制改正法案が成立した場合の 2024 年分所得税の定額減
税の概要等をあらかじめ周知・広報するものです。 

（*）改正案の詳細は、2023 年 12 月 21 日発行の Tax Newsletter「2024 年度税
制改正大綱」P.32～34 をご参照ください。 

この特設サイトに現在掲載されている情報は、以下のとおりです。 

 「制度の概要」から見ることができる「定額減税について」に、定額減税の概要
とともに、財務省との連名で 1 月 19 日に公表された「令和 6 年分所得税の定額
減税の給与収入に係る源泉徴収税額からの控除について」（PDF 315KB）が掲載
されています。 

 「パンフレット・Q＆A」に、1 月 30 日に公表された「給与等の源泉徴収事務に
係る令和 6 年分所得税の定額減税のしかた」（PDF 28,430KB）が掲載されていま
す。 

今後、定額減税に関する最新情報が随時掲載される予定です。  

*** 

なお、総務省は 1 月 29 日、個人住民税の定額減税について、全 44 問から成る
Q&A を用いて解説する「個人住民税の定額減税（案）に係る Q&A 集 令和 6 年
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1 月 29 日（第 1 版）」（PDF 527KB）を公表しました。 
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